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本号で公布された条例のあらま本号で公布された条例のあらましし

◎ 宮崎県公益認定等審議会条例の一部を改正する条例（条例第１号）

１ 改正の理由及び主な内容

公益法人等のより効率的・効果的な指導・監督を行うため、所要の改正を行うこととしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎ 宮崎県地域経済活性化・雇用創出臨時基金条例（条例第２号）

１ 制定の理由及び主な内容

平成25年１月11日の閣議決定「日本経済再生に向けた緊急経済対策」に基づいて追加された公共投資を円滑に実施し、地域

経済の活性化及び雇用の創出を図るため、宮崎県地域経済活性化・雇用創出臨時基金を設置することとしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎ 宮崎県地域自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正する条例（条例第３号）

１ 改正の理由及び主な内容

自殺対策の一層の強化を図るため、宮崎県地域自殺対策緊急強化基金の設置期間を延長するための改正を行うとともに、基

金事業の執行済み及び執行済みと認められるものを除いた残額を国へ返還するため、所要の改正を行うこととしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎ 宮崎県水源地域保全条例（条例第４号）

１ 制定の理由及び主な内容

水の供給源としての水源地域を保全するため、水源地域内の土地取引に係る事前届出制度の創設等を内容とする条例を制定

することとしました。

２ 施行期日

この条例は、一部の規定を除き、公布の日から施行することとしました。

◎ 宮崎県森林整備加速化・林業再生基金条例の一部を改正する条例（条例第５号）

１ 改正の理由及び主な内容

宮崎県森林整備加速化・林業再生基金（復興木材安定供給等対策）の執行済み及び執行済みと認められるものを除いた残額

を国へ返還するため、所要の改正を行うこととしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。
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◎ 宮崎県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例（条例第６号）

１ 改正の理由及び主な内容

地域の実情に応じた多様な「人づくり」を通じて雇用の拡大や処遇の改善に向けた取組を推進する「地域人づくり事業」の

実施に伴い、宮崎県緊急雇用創出事業臨時特例基金の設置期間を延長するため、所要の改正を行うこととしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

◎ 宮崎県農業構造改革支援基金条例（条例第７号）

１ 制定の理由及び主な内容

農業経営の規模拡大、耕作の事業に供される農用地の集団化、新たに農業を営もうとする者の参入の促進等による農用地利

用の効率化及び高度化を図り、農業の生産性の向上とともに、農業構造の改革を進めるため、宮崎県農業構造改革支援基金を

設置することとしました。

２ 施行期日

この条例は、公布の日から施行することとしました。

条条 例例

宮崎県公益認定等審議会条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成26年３月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第１号

宮崎県公益認定等審議会条例の一部を改正する条例

宮崎県公益認定等審議会条例（平成20年宮崎県条例第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（庶務）

第11条 審議会の庶務は、公益法人及び移行法人（一般社団法人及

び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律（平成18年法律第50号）第 123条第１項に規定する移行法人を

いう。）を所管する部局において処理し、総務部において総括す

る。

（庶務）

第11条 審議会の庶務は、総務部において処理する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

宮崎県地域経済活性化・雇用創出臨時基金条例をここに公布する。

平成26年３月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第２号

宮崎県地域経済活性化・雇用創出臨時基金条例

（設置）

第１条 平成25年１月11日の閣議決定「日本経済再生に向けた緊急経済対策」に基づいて追加された公共投資を円滑に実施し、地域経済の

活性化及び雇用の創出を図るため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第 241条の規定に基づき、宮崎県地域経済活性化・雇用創出臨時

基金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、予算で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、県債証券その他最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金に編入するものとする。

（繰替運用）

第５条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替
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えて運用することができる。

（処分）

第６条 基金は、第１条に規定する設置の目的を達成するために必要な事業に要する経費の財源に充てる場合に限り、その全部又は一部を

処分することができる。

（委任）

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、知事が別に定める。

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ この条例は、平成28年３月31日限り、その効力を失う。

宮崎県地域自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成26年３月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第３号

宮崎県地域自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正する条例

宮崎県地域自殺対策緊急強化基金条例（平成21年宮崎県条例第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

宮崎県水源地域保全条例をここに公布する。

平成26年３月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第４号

宮崎県水源地域保全条例

（目的）

第１条 この条例は、水源地域の保全に関し、県、県民及び土地所有者等の責務を明らかにするとともに、水源地域内の土地の所有権等の

移転等について必要な事項を定めることにより、水の供給源としての水源地域が持つ水源の涵養の機能（以下「水源涵養機能」という。
かん かん

）の維持に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において「水源地域」とは、第９条第１項の規定により知事が指定した地域をいう。

２ この条例において「土地所有者等」とは、水源地域内の土地であって規則で定めるものの所有権、地上権その他規則で定める使用及び

収益を目的とする権利（第10条第１項並びに第13条第２項及び第３項において「所有権等」という。）を有する者をいう。

（県の責務）

第３条 県は、水源地域の水源涵養機能を維持するため、市町村、県民及び土地所有者等との連携協力により、水源地域の保全に関する施
かん

策を推進するものとする。

（県民の責務）

第４条 県民は、水源地域の保全に対する理解を深め、県及び市町村が実施する水源地域の保全に関する施策に協力するよう努めなければ

ならない。

（土地所有者等の責務）

第５条 土地所有者等は、水源地域が水源涵養機能を有することを深く認識し、県及び市町村が実施する水源地域の保全に関する施策に協
かん

力するよう努めなければならない。

（市町村との連携等）

第６条 県は、市町村が実施する水源地域の保全に関する施策について、市町村と連携協力を図るとともに、水源地域の保全に関して必要

があると認めるときは、市町村に対し必要な協力を求めるものとする。

（国との連携等）

第７条 県は、国と連携協力して水源地域の保全に関する施策の推進を図るとともに、水源地域の保全に関して必要があると認めるときは

改正後改正前

附 則

２ この条例は、平成28年３月31日限り、その効力を失う。

３ 基金は、平成25年度に限り、第６条の規定にかかわらず、基金

の原資として国から交付された交付金を返還する必要が生じたと

きは、当該返還に要する財源に充てるため、その一部を処分する

ことができる。

附 則

２ この条例は、平成27年３月31日限り、その効力を失う。
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、国に対し必要な措置を講ずるよう求めるものとする。

（相談、助言等）

第８条 知事は、水源地域の保全を図るため、土地所有者等からの相談に応ずるとともに、必要な助言、指導及び情報の提供を行うものと

する。

（水源地域の指定）

第９条 知事は、森林の存する地域のうち、水源涵養機能の維持を図るため適正な土地利用を確保することが必要と認められるもの（国有
かん

地を除く。）を水源地域として指定することができる。

２ 知事は、水源地域を指定しようとするときは、あらかじめ、関係市町村の長の意見を聴かなければならない。

３ 知事は、水源地域を指定しようとするときは、あらかじめ、規則で定めるところにより、その旨を告示し、水源地域の指定の案を当該

告示の日から２週間公衆の縦覧に供しなければならない。

４ 前項の規定による告示があったときは、当該告示に係る区域の土地所有者等及び利害関係人は、同項に規定する縦覧期間満了の日まで

に、縦覧に供された案について、知事に意見書を提出することができる。

５ 知事は、前項の規定により縦覧に供された案について異議がある旨の意見書の提出があったときは、規則で定めるところにより、当該

意見書を提出した者の意見を聴取するものとする。

６ 知事は、水源地域を指定するときは、その旨及びその区域を告示するとともに、関係市町村の長に通知しなければならない。

７ 水源地域の指定は、前項の規定による告示によってその効力を生ずる。

８ 第２項から前項までの規定は、水源地域の指定の変更又は解除について準用する。

（土地の所有権等の移転等の届出）

第10条 土地所有者等は、当該土地の所有権等の移転又は設定をする契約（規則で定めるものに限る。以下この条及び附則第２項において

「土地売買等の契約」という。）を締結しようとするときは、当該土地売買等の契約を締結しようとする日の６週間前までに、規則で定

めるところにより、次に掲げる事項を知事に届け出なければならない。

（１） 土地売買等の契約の当事者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

（２） 土地売買等の契約に係る土地の所在及び面積

（３） 土地売買等の契約に係る土地の所有権等の種別及び内容

（４） 土地売買等の契約に係る土地の所有権等の移転又は設定の後における土地の利用目的

（５） 土地売買等の契約を締結しようとする年月日

（６） 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項

２ 前項の規定は、土地売買等の契約の当事者の一方又は双方が国又は地方公共団体である場合その他規則で定める場合には、適用しない

。

３ 第１項の規定による届出をした者は、同項各号に掲げる事項を変更して土地売買等の契約を締結しようとするときは、規則で定めると

ころにより、速やかに、その旨を知事に届け出なければならない。

（市町村長への通知等）

第11条 知事は、前条第１項又は第３項の規定による届出があったときは、その内容を当該届出に係る土地が所在する市町村の長に通知す

るものとする。

２ 知事は、必要があると認めるときは、前条第１項又は第３項の規定による届出に係る土地の利用に関し、関係市町村の長に意見を求め

ることができる。

（報告の徴収、立入調査等）

第12条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、第10条第１項又は第３項の規定による届出をした者（次条第１項及び第２項にお

いて「届出者」という。）に対し、報告を求めることができる。

２ 知事は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に第10条第１項又は第３項の規定による届出に係る土地に立ち入り、当該土

地の利用が水源涵養機能の維持に及ぼす影響を調査させ、又は関係者に質問させることができる。
かん

３ 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。

４ 第２項の規定による立入調査及び質問の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

（助言）

第13条 知事は、第10条第１項又は第３項の規定による届出があったときは、届出者に対し、当該届出に係る土地の利用について、当該土

地を含む周辺の水源地域の保全を図るために必要な事項について助言を行うものとする。

２ 届出者は、前項の助言を受けたときは、当該届出に係る土地の所有権等の移転若しくは設定を受けようとする者又は移転若しくは設定

を受けた者に当該助言の内容を伝達するものとする。

３ 知事は、必要があると認めるときは、第１項の届出に係る土地の所有権等の移転若しくは設定を受けようとする者又は移転若しくは設

定を受けた者に対して、直接に、同項の事項について助言を行うことができる。

（勧告）

第14条 知事は、次のいずれかに該当すると認める者に対し、期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告することができる。

（１） 第10条第１項又は第３項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者

（２） 第12条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者
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（３） 第12条第２項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者

（公表）

第15条 知事は、前条の規定による勧告を受けた者が、当該勧告に従わなかったときは、規則で定めるところにより、その旨及び当該勧告

の内容を公表することができる。

２ 知事は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ、当該勧告を受けた者に意見を述べる機会を与えなければならない。

（水源地域内の土地の所有等の状況に係る情報提供の要求）

第16条 知事は、この条例の施行のため必要があると認めるときは、関係市町村の長その他の者に対して、水源地域内の土地の所有又は利

用の状況に関し必要な情報の提供を求めることができる。

（市町村の条例との関係）

第17条 市町村が定める水源地域を保全するための条例の規定の内容が、この条例の趣旨に即したものであり、かつ、この条例と同等以上

の効果が期待できるものとして知事が認めるときは、規則で定めるところにより、当該市町村の条例の規定に相当するこの条例の規定は

、当該市町村の区域においては、適用しない。

（委任）

第18条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第10条から第16条までの規定は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において

規則で定める日から施行する。

（経過措置）

２ 第10条の規定は、同条の規定の施行の日から起算して６週間を経過した日以後に土地売買等の契約を締結しようとする土地所有者等に

ついて適用する。

宮崎県森林整備加速化・林業再生基金条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成26年３月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第５号

宮崎県森林整備加速化・林業再生基金条例の一部を改正する条例

宮崎県森林整備加速化・林業再生基金条例（平成21年宮崎県条例第34号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

宮崎県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成26年３月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県条例第６号

宮崎県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例

宮崎県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例（平成21年宮崎県条例第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

宮崎県農業構造改革支援基金条例をここに公布する。

平成26年３月17日

改正後改正前

附 則

２ ［略］

３ 基金は、平成25年度から平成27年度までの間に限り、第６条の

規定にかかわらず、基金の原資として国から交付された補助金を

返還する必要が生じたときは、当該返還に要する財源に充てるた

め、その一部を処分することができる。

附 則

２ ［略］

改正後改正前

附 則

２ この条例は、平成29年３月31日限り、その効力を失う。

附 則

２ この条例は、平成28年３月31日限り、その効力を失う。



宮 崎 県 公 報平成 26年 ３ 月 17日（月曜日） 号外 第 ４ 号

害 6害
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宮崎県農業構造改革支援基金条例

（設置）

第１条 農業経営の規模拡大、耕作の事業に供される農用地の集団化、新たに農業を営もうとする者の参入の促進等による農用地利用の効

率化及び高度化を図り、農業の生産性の向上とともに、農業構造の改革を進めるため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第 241条の規

定に基づき、宮崎県農業構造改革支援基金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、予算で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、県債証券その他最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金に編入するものとする。

（繰替運用）

第５条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替

えて運用することができる。

（処分）

第６条 基金は、第１条に規定する設置の目的を達成するために必要な事業に要する経費の財源に充てる場合に限り、その全部又は一部を

処分することができる。

（委任）

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、知事が別に定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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